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1. はじめに 
	
 日本は、第二次世界大戦以前、台湾、南樺太、関東州、 
朝鮮などのアジア地域とともに、赤道以北の南洋群島を委

任統治下においた（1）。中でも、パラオ共和国（以下、パラ

オ）のコロール島には、1922年の南洋庁管制の発布により
「南洋庁」が設置され、官民をあげて水産業・農業・鉱業

などの開発、社会制度やインフラの整備、教育・医療の充

実などが図られた 1)。それらの植民地開拓はパラオの伝統

的な社会や文化を大きく変容させた 2)。 
	
 また、日本人による植民地開拓は、パラオの都市空間や

農村空間にも少なからず影響を与えたと考えられる。しか

しながら、既往研究では、政治、経済の中心地であったコ

ロール島の委任統治時代の都市構造 3)や建築物 4)に関する

研究にとどまり、コロール島以外での開拓の実態や、それ

が現代空間へ与えている影響に関しては未だほとんど明ら

かにされていない。特に、パラオで最大の面積331㎢を有
するバベルダオブ島では、大規模な農地開拓やボーキサイ

ト採掘が行われたにもかかわらず、日本人が撤退してから

はほとんど顧みられることがなかった。 
	
 一方で、バベルダオブ島のパラオ人の伝統的集落につい

ては、飯田らによる流域圏を基礎とした土地利用や文化的

景観の構造に関する研究が行われている 5, 6)。それらの研

究から、水系を軸とする流域という空間的枠組みが集落の

生活基盤を形成していることが明らかとされている。 
	
 そこで、本研究では、日本人により農地開拓とボーキサ

イト採掘が行われたバベルダオブ島の3つの流域に着目し、
どこでどのような開拓が行われたか、および、それらの開

拓が当時の流域環境にどような影響を与えたか、特に土地

被覆の変化と、それによる自然環境への直接的な影響や、

パラオ人の集落空間への間接的な影響を明らかにする。さ

らに、現代の流域環境に対しても、過去の開拓がどのよう

な影響を与えているか、同様の視点から考察する。 
 
2. 研究手法 
	
 まず、バベルダオブ島での農地開拓とボーキサイト採掘

の概要と開拓地の立地について、文献資料より明らかにし

た。特に、流域における農地開拓の立地については、ArcGIS
を用いて、収集した地図資料のデジタルデータ化を行った。

ボーキサイト採掘地については、パラオ政府の文化芸術局

のGISデータを用いた。  
	
 次に、農地開拓について、ガラムスカン川流域の朝日村

と大和村の２つの開拓村を対象として、開拓以前、開拓時、

現代の3つの時代区分の土地被覆及び景観構造を流域単位
で明らかにした。その際、開拓以前の空間情報については

大日本帝国陸軍が 1921 年に測図した外邦図(1:25,000)を、
開拓時については米国農務省土地調査所が 1947 年の航空
写真を元に作成した地形図(1:25,000)をもとに、土地被覆情
報を読み取り、GIS データ化した(2)。現代については、衛

星画像 (Quickbird 2006)とそれを元にしたGIS空間情報（土
地被覆、道路、建物）を用いた。また、2010年9月に現地
にて土地利用調査を実施する共に、開拓時の状況をパラオ

の島民、及び当時朝日村に暮らしていた日本人に対してヒ

アリングを行った。 
	
 さらに、ボーキサイト採掘について、モオアン川流域ア

ルマテン地区と、ディオグラディ川流域ガラスマオ地区の

2 カ所で、農地開拓と同様の分析を行った。空間情報につ
いては、上記の地図資料の他に、1944年に米軍が作成した
調査資料を用いた。加えて、両流域内のパラオ人集落の空

間については、2011年3月に土地利用の現地調査を行うと
ともに、パラオ人へのヒアリング調査を行った。 
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3. 日本委任統治時代の開拓の概要	
 
3.1	
 土地調査と公有地化	
 

	
 南洋庁は、植民地統治開始の翌年の1923年から1927年
にかけて、臨時土地調査事業に着手した。これは、「官有地

及び非島民有地の境界、地目、面積の調査をなし併せて島

民用地地目の大様を調査する」7)ために行われたものであり、

土地台帳と地籍図が作られた。これにより、島民や外国人

の所有地が確定するとともに、それ以外の土地は、官有地

として南洋庁の管理下に置かれた。「土地調査区域地目別筆

敷面積一覧表」7)をみると、バベルダオブ島では、官有地

27,294町歩(3) (27,067ha)、島民有地 3,945町歩(3,912ha)、外
国人有地860町歩(853ha)とされており、実に8割以上の土
地が、南洋庁の所轄する官有地として指定された。 
3.2	
 農地開拓	
 

	
 官有地のうち、農業に適した土地には、指定開拓村が設

置され、農業移民が受け入れられた。バベルダオブ島には、

1925年に瑞穂村、1927年に清水村と朝日村、1939年に大
和村の 4つが設置された(図 1表 1)（4）。パラオ人集落が沿

岸の狭小な流域に分散的に立地しているのに対し、日本人

の開拓村はパラオ人がほとんど利用していない比較的大き

な流域に立地しており、かつ規模も大きなものであった。 
	
 これらの開拓村では、移住者一戸当たりに5町歩が割り
当てられた。そして、入植者は、それぞれに割り当てられ

た土地を開墾し、農耕を行った。1940年の統計資料をみて
みると、4つの村には、合計298世帯1,671人が移住し、2,255
町歩(2,236ha)が割り当てられていた 8) (表１)。特に、島東部
の清水村と西部の朝日村は、立地する流域の規模、村落面

積ともに大きく、それぞれ 587人、565人の村民が暮らし
た。また、小学校や農事組合や診療所の他に、鳳梨缶詰工

場、キャッサバルート工場、繊維工場などが設けられ、新

たな産業の開発が計られた（表2）。主要な作物の作付け状
況をみてみると、清水村と朝日村において，第一にパイナ

ップル、第二にキャッサバの畑が多い。一方、最初に設置

された島南部の瑞穂村は比較的小規模な流域に設置された

ため、開拓面積が限られ、人口は337人に留まった。最後
に設置された大和村は、朝日村と同じ流域に位置したが、

開拓期間がわずか6年で、入植者も182人のみであった。 
	
 これらの開拓村に対して、本研究では、朝日村と大和村

の正確な測量図面と、清水村と瑞穂村とスケッチ図面を入

手した。そこで、以降の分析では島を代表する開拓村であ

った朝日村と、最も小規模であった大和村に着目し、土地

被覆変化を中心に両者の比較を行いながら分析を進める。 
3.3	
 ボーキサイト採掘	
 

	
 一方、ボーキサイト採掘に関しては、1937年に、三井鉱
山（株）と国策会社であった南洋拓殖（株）との共同で設

立された、南洋アルミニウム鉱業（株）が島内の２地域に

て採掘にあたった 9-10)。 
	
 まず、採掘作業が行われたのは、モオアン川流域のアル

マテン地区 16haで、会社設立の翌年 1938年であった。し
かしながら、戦争が始まり近くに放射台が置かれたため、

一帯は立ち入り禁止区域となり、1942年に撤収された。 
	
 もう一つは、1940年より操業が開始されたガラスマオ地
区で、アルマテン地区の 5倍以上の約 90 haの広さを有し
ていた。しかしながら、終戦とともに、ガラスマオ地区も

閉鎖された。また、これらの地区では、採掘に従事する人々

の社宅、倉庫、工場、浴場などが立地していた。規模の大

きかったガラスマオ地区では、1944年時点で 1,108人の従
業員とその家族、合計1,805人の日本人が暮らしていた10)。 
	
 なお、1939 年時点でのバベルダオブ島の日本人は 3,638
人、一方のパラオ人は 3,860人という記録がある 11)。2006
年現在でも島内のパラオ人は 5,409人である 12)。このこと

から、バベルダオブ島にとって、戦前の日本人の規模は比

較的大きなものであったと言える。 

 
図1：バベルダオブ島の開拓地とパラオ人集落の位置（出典:文献13-15）(5) 

表1：開拓地の概要（出典：文献 8, 10）	
 

農地開拓 ボーキサイト採掘 
  

瑞穂村 清水村 朝日村 大和村 アルマテン ガラスマオ 

開拓 

期間 

1925- 

1945年 

1927- 

1945年 

1927- 

1945年 

1939- 

1945年 

1938- 

1942年 

1940- 

1944年 

人口 337人 587人 565人 182人 - 1805人 

面積 
380町歩  

(377ha) 

710町歩 

(582ha) 

612町歩 

(607ha) 

553町歩 

(548ha) 
16ha 90ha 

表2：開拓村の主要施設と作物の作付状況（1940年3月31日現在）（文献8）	
 	
 
【数値の単位】：町歩	
 ，	
 【主要な施設の略称】学：小学校	
 農：農事組合	
 

鳳：鳳梨缶詰工場	
 キ：キャッサバ工場	
 繊：繊維工場	
 診：診療所	
 

  瑞穂村 清水村 朝日村 大和村 

主要施設	
 学、農、鳳 
学、農、

鳳、キ、診 

学、農、

鳳、繊、診 
学、農 

パイナップル畑	
 72.00 128.75 219.41 20.50 

キャッサバ畑	
 26.10 47.35 27.50 3.20 

蔬菜畑（そさい）	
 37.20 20.00 33.48 6.45 

ガラスマオ地区 

朝日村 

瑞穂村 

清水村 

アルマテン地区 

大和村 

熱帯産業研究所 
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4.農地開拓の実態と現況	
 

4.1	
 ガラムスカン川流域北部・朝日村	
 

	
 1927年に設置された朝日村は、パラオで最大の流域面積
5,330haをもつガラムスカン川流域に位置した。ガラムスカ
ン川は河口付近にて大きく南北の二つの支流に分けられ、

朝日村はその北部に立地する（図2）。 
	
 朝日村は、流域の中流から下流にかけての丘陵地の斜面、

及び低地に形成された。もともと、森林であった場所が、

新たに開墾され、宅地や農地がつくられた。詳細に村落区

域と、世帯あたりの区割りをみてみると、各世帯は、河川

沿いに短冊状の土地を割り当てられていたことがわかる

（図3）。これは、生活用水の確保、物資の舟での運搬、低
地の肥沃な土壌の活用などのためであったと考えられる。 
	
 朝日村では丘陵の傾斜地から低地にかけ一面のパイナッ

プル畑が広がっていた（写真1）。1940年のパイナップルの
耕作面積は 219.41 町歩(217.59ha)にのぼる。収穫されたパ
イナップルは缶詰工場で加工され日本へ送られた(写真2)。 
	
 朝日村における森林の伐採と傾斜地での農耕の結果、大

量の土砂が流出した(6)(図4)。朝日村建設年表17）には「昭和

十年頃より十四年頃迄は全村鳳梨畑となりこれの収益大な

りしも土地の傾斜なる為烈しきスコールの度毎に表土を流

し去りこの後鳳梨の生育思わしからず」とあり降雨の度に

表土が流出し、土地が痩せていったことが記されている。

また、流出した土壌は下流のマングローブ林や湾内に多量

に堆積した(6)。この土砂は、少なからず、当時の沿岸生態

系へ影響を与えたと考えられる。	
 

	
 開拓以前の 1921 年、開拓直後の 1947 年、現代の 2006
年の土地被覆変化をみてみると、開拓以前は村落区域のう

ち 98%(595ha)が森林で覆われていたが、開拓直後には
30%(182ha)となっている（図 2）。一方で、その間草地は
2%(12ha)から70%(425ha)に増加しており、多くの森林が伐
採されたことがわかる。さらに、現在は、森林が、村落区

域の 71%(431ha)にまで回復しているものの、依然として
25%(152ha)の土地が草地となっている。これらの土地では、

日本人が撤退した後、ごく小規模な農地が作られた以外ほ

とんど利用されなかったにもかかわらず、戦後65年以上経
た現在においても植生遷移が進んでいない。先に述べた日

本人による土地収奪的な耕作の結果だと考えられる。 
	
 また、異なる問題として、戦後から現代の間で植生遷移

が進み農地が二次化している場所に、マメ科の外来種

（Falcataria moluccana）が散在している。この植物は元々
カカオ栽培に合わせ窒素固定を行い、かつ日陰をつくる植

物として日本人により移入された 17）。パラオの気候風土に

適しており、日本人が撤退した後に生育範囲を広げている。

成長が早く、超高木となり、被陰によるパラオ固有種への

影響が懸念される。一方で、朝日村より上流の森林は、ほ

ぼ手つかずの状態であり、貴重な原生林が残されている。 

	
 	
 

写真1・2：	
 朝日村のパイナップルの畑と缶詰工場（文献18）	
   

	
 

図3：	
 朝日村	
 1937年9月19日現在（文献11に河川を着色）	
 

朝日村 

大和村 

図2：ガラムスカン川流域の土地被覆変化 
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図4：ガラムスカン川流域の景観変化の模式（朝日村） 

 

4.2	
 ガラムスカン川流域南部・大和村	
 

	
 1939年に設置された大和村は、ガラムスカン川の南部の
支流のカバトウル川沿いに位置する（図2）。 
	
 大和村では、支流面積が朝日村より狭く、最上流部まで

村落区域に指定された。朝日村と同じく、パイナップルや

キャッサバを中心とした耕作が行われていたが、1940年の
パイナップルの耕作面積は 20.50 町歩(20.38ha)と、朝日村
の 10分の 1程度である（表 2）。朝日村のように大規模に
は開墾が進んでいない。 
	
 実際に、土地被覆の経年変化をみてみると、1921年では
村落区域のうち森林が96%(531ha)、草地が4%(22ha)であり、
1947 年に一旦森林が 61%(337ha)に減少し、草地が
39%(216ha)となったが、2006年までに森林が 92%(509ha)、
草地が5%(28ha)に回復している（図2）。これは、村の設立
から終戦まで6年間であったため、農地の規模や表土流出
が朝日村ほどではなかったことが一因であると考えられる。

しかしながら、朝日村と同様に外来種のマメ科の植物

（Falcataria moluccana）の大木が、草地から遷移して形成
された二次林の中に散在しており、対策が急がれる。 
 
5.	
 ボーキサイト採掘の実態と現況	
 

5.1	
 モオアン川流域・アルマテン地区	
 

	
 アルマテン地区のボーキサイト採掘地は、面積 396	
 ha

のモオアン川流域に位置する。開拓以前は、上流部から中

流部にかけて丘陵地に森林と草地が広がっていた（図5・6）。
下流部の丘陵下部から低地にかけての谷間には、アルマテ

ン集落が成立していた。集落はココナツやビンロウジュな

どの果樹が生い茂るアグロフォレストリーに覆われていた。

集落と汽水域のマングローブ林の間には、船着場が設けら

れ、そこからマングローブ林の中を運河が通っていた。 
	
 その後、1938年に、集落の北東の丘陵の尾根から斜面上
部にかけて、ボーキサイト採掘場が設置された（図5・6）。
採掘場の一部は北側で隣接する流域の尾根部にも及んでい

る。採掘されたボーキサイトは、河川沿いの洗鉱場へトロ

ッコで運ばれ、不純物が取り除かれた。その際、多量の土

砂が川に流れ出し、河口のマングローブ林域は土砂で埋ま

った(6)。洗鉱されたボーキサイトは、マングローブを埋め

立て作られた桟橋にて積荷された。そして、沿岸の藻場や

リーフの一部を開削してつくられた航路を通り運ばれた。

当時、沿岸部の生態系は、これらの土砂の堆積や開削工事

によって大きな影響を受けたと考えられる。また、これら

の道路や港のインフラ整備と合わせ、作業員の住まいや島

民の子供のための小学校などが集落に隣接してつくられた。 
	
 現在、ボーキサイト採掘地の跡地では、戦後植林がほど

こされた一部を除いて裸地のままとなっている。ここでは、

近年、新市街地の開発が予定されている。また、土砂の堆

積したマングローブ林においては、1980年代に埋立て工事
が行われ、新たな市街地が建設されている（図 5・6）。そ
のため、旧集落から沿岸の新市街地側へ住民が移り住んだ。

2009年現在ここには205人が居住している。さらに、沿岸
部には、人工海浜やグラウンドも建設されるなど、集落の

中心部が移動している。沿岸に設けられた桟橋や大規模な

船の通れる航路に関しては、現在でも島民の生活に日常的

に利用されている他、近年では、沖合の珊瑚礁をみるため

の観光客用のモーターボートが乗り付ける場所となってい

る。日本人が形成したインフラが、現在のパラオ人の生活

において利用されている。 

	
 

図5：モオアン川流域の土地被覆変化	
 

 

図6：モオアン川流域の景観変化の模式 

   
写真 3（左）：戦後のガラスマオ地区の桟橋と積荷場（出典：文献 18）、写
真4（右）：ガラスマオ地区のボーキサイト採掘跡地の現況（筆者撮影） 
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5.2	
 ディオグラディ川流域・ガラスマオ

地区 
	
 ガラスマオ地区は、面積約1,880 haの
ディオグラディ川流域にある。日本人開

拓以前、丘陵地には森林が広がり、低地

部や尾根上に草地が散在していた（図

7・8）。そして、河口近くの丘陵下部から
低地にかけてガラスマオ集落が位置し、

地の一部には湿生草地が発達していた。 
	
 ガラスマオ地区でも、アルマテン地区

と同様、丘陵地の尾根部から斜面上部に

かけて、ボーキサイト採掘が行われた。

採掘したボーキサイトは、川沿いに設け

られたトロッコで中流部の滝付近へ運ば

れ、洗浄された(6)。洗浄されたボーキサ

イトは、丘の上からケーブルで、桟橋に

設けられた積荷場へ運ばれ、ここから日

本へ直接輸出された（写真3・図9）。な
お、桟橋や、貨物船が通るための航路は、

アルマテン地区と同様に、藻場や珊瑚礁

の一部を開削し設けられていた。また、

ガラスマオ地区で働いていた労働者の居

住地は、パラオ人集落のある丘陵地に隣

接して設けられた。ガラスマオ地区には、

郵便局、病院、学校、映画館、バーなど

が存在し、繁華街を形成していたことが

わかる。パラオの経済的中心地であるコ

ロールに並ぶほどの賑わいがあった(6)。 
	
 なお、ガラスマオ地区では採掘が行わ

れた 5年間の間に、32万 2000トンのボ
ーキサイトが出荷された。アルマテン地

区の 4万 7000トンと合わせると、36万
9000トンにのぼる。これは、戦前の日本
のボーキサイト輸入のうち 10%以上のシェアを占める 10)。

そのように多量のボーキサイトを採掘する過程では、多量

の土砂が流出した (6)。ガラスマオ地区でも、低地の湿生草

地やマングローブ林、および沿岸の藻場や珊瑚礁に土砂が

堆積し、沿岸の生態系へ影響を及ぼしていたと考えられる。 
	
 現在、ボーキサイト採掘の跡地は裸地となっており、植

生が回復していない（写真4）。これらの土地では、土壌改
良と植林を行わない限り、植生回復が望めない状態である。 
	
 また、そのような自然環境への影響に加えて、以下のよ

うなパラオ人の生活空間への影響もみてとれる。開拓時に

パラオ人集落に隣接して設けられた日本人の市街地には、

現在、パラオ人が移り住んでいる。2009年現在の人口は230
人である。ボーキサイト採掘当時1805人が暮らしていたこ
とと比べると集落規模は小さい。老朽化した建物は建て変

わっているが、建物の基礎はそのままの状態で利用されて

いる。一方で、パラオ人がかつて暮らしていた旧集落域に

は、石畳やアグロフォレストリーが残されており、住民に 

 
図9：1944年のガラスマオ地区（文献20にA~Iを加筆） 

よって現在でも維持・管理されている。また、日本人によ

ってつくられた道路や桟橋や航路などの交通インフラも、

図7:	
 ディオグラディ川流域の土地被覆変化 

 

図8：	
 ディオグラディ川流域の景観変化の模式	
 

 

 

ボーキサイト採掘跡地 ガラスマオ集落 

湿生草地 ガラスマオの滝 
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現在でも島民により利用されている。その他、現在におい

ては、鉱床と洗鉱場をつないだトロッコとそのレールや桟

橋場の積荷場は産業遺産として観光地となっている。この

ように、日本人の撤退以降、日本人が建設した設備は、そ

の用途を変えながらもパラオ人の現代の生活空間に取込ま

れている。 
 
6. 結論 
	
 本研究では、南洋群島の旧日本委任統治領、パラオ共和

国バベルダオブ島の3つの流域で行われた農地開拓とボー
キサイト採掘を事例に、開拓の実態と現代への影響を分析

した。以下に結論を述べる。 
	
 第一に、農地開拓では、バベルダオブ島において4つの
指定開拓村が設置され、1940年には合計1,671人が、2,255
町歩(2,236ha)の土地に暮らした。そのうちガラムスカン川
流域の朝日村と大和村の事例を分析したところ、パイナッ

プルやキャッサバを中心とした日本への輸出用の作物が広

範囲にわたって栽培され、村は賑わいをみせていた一方で、

日本人が撤退した後65年を経た現代においても、当時の森
林の伐採と土地収奪的な営農による植生への影響、および、

移入種 Falcataria moluccana によるパラオの固有種への影
響が見られた。特に、人口 565人、612町歩の面積を有し
た朝日村では、開拓以前は98%を占めた森林が、戦争直後
に30%にまで減少し、現在も71%にとどまっている。依然
として25%の土地が草地のまま植生が回復していない。 
	
 第二に、ボーキサイト採掘地は、アルマテン地区とガラ

スマオ地区の2カ所に合計106ha設置された。両地区とも、
流域の尾根から斜面上部にかけて採掘が行われた。特に規

模の大きかったガラスマオ地区は 1,805 人が暮らす島の産
業拠点であった。開拓面積は、農地と比較して 5%程度と
小さいものの、表土を剥がしとったために、採掘当時は多

量の土砂が流出し、湿地と沿岸域に堆積した。これらの開

発は、現代のパラオ人集落へも少なからず影響を与えてい

る。アルマテン地区では、集落近くのマングローブ林に土

砂が堆積したため、戦後、パラオ人がこの地を埋め立て新

たな市街地を形成し、そこへパラオ人が移住した。ガラス

マオ地区では、戦後日本人街にパラオ人が移り住み、道路、

桟橋などのインフラ設備を利用している他、採掘に関連す

る施設を産業遺産として観光化するなど、日本の残した設

備をパラオ人が再活用する事例がみられた。 
	
 以上の開拓はいずれも水系を軸として流域を単位に進め

られた。そのため、開拓の影響は、開拓地そのものにとど

まらず、土壌流出による沿岸生態系や、隣接するパラオ人

集落など、流域内の自然や社会に対し、広域、かつ長期に

わたる影響を与えた。パラオでは現在外国資本による開発

圧力が高まりつつある。本研究で明らかとなった戦前の日

本人による開拓の実態と現代への影響を鑑みるならば、今

後の開発に際しては、特に開発による流域の下流部への影

響、及び自然・社会への長期的な影響を考慮した土地利用・

保全計画の策定を実行することが重要であると考えられる。 
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【注釈】 
(1)  南洋群島とは、現在のパラオ共和国、北マリアナ諸島、ミクロネシア連
邦、マーシャル諸島の４地域をさす。第一次世界大戦の 1914 年、旧ド
イツ領のこれらの地域を日本が占領した。その後、1919年のヴェルサイ
ユ講和条約を経て、日本の委任統治領となった。現在では、グアム島や、
ナウル等の周辺の島々を含めミクロネシアと呼ばれる。 

(2)  1921 年の外邦図には、植生記号が描かれている。本研究では、異なる
植生記号の中間点を通るように境界線を引き、土地被覆図を作成した。
また、1954年の地形図には、カラーで土地被覆の情報が描かれているた
め、境界線のトレースを行った。 

(3)  1町歩 = 約 0.9917 ha 
(4)  上記の4つの南洋庁指定開拓村の他、南洋庁の研究機関である南洋庁産
業試験場が設置され、試験的な研究や、移民への農業指導が行われた。
加えて、南洋庁は、民間の事業会社に貸下地を提供した他 20)、戦時中に
は軍隊による農耕も行われ、島内では指定開拓村以外の地でも農地が存
在した 。ただし、民間への貸付地と軍隊の農耕地の正確な位置や面積に
関する記録は残されてないため、本論文では図1の中に含めていない。 

(5)  農地開拓の位置は文献 13,14より作成した。文献 14の開拓地の境界は
不正確なため、清水村、瑞穂村、熱帯産業研究所は、およその範囲を図
示した。ボーキサイト採掘地は文献 15 のデータを使用した。また、パ
ラオ人集落の立地に関しては1921年の外邦図をもとに特定した。 

(6)  2010年9月、及び2011年3月における、現地でのインタビュー調査で
の証言による。 
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